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基本事業名 対象 意図 取り組み方針

1 町民
健康について正しい知識を習得し
適正な行動がとれる。

健康的な生活習慣について理解し行動できるように、健康相談・健康教育など保健指導の充実を図ります。自主的な組
織の育成や活動場所の提供など、身近で手軽に健康づくりができる環境を整備し、健康づくりを支援します。心身ともに
健全な食生活を送るため、ライフステージに応じた食育を推進します。

2 病気の早期発見 町民
病気を早期発見し、重症化を防
ぐ。

疾病の予防及び早期発見のため、有効性評価に基づく対策型がん健診、任意型がん検診及び各種健（検）診等の意
義を啓発し受診勧奨を行います。また、医療機関等との連携を推進し、受診しやすい環境の整備などにより受診率の向
上を図ります。

3
国民健康保険制度の
適正利用

町民 適切に医療を受ける。
レセプト点検による診療報酬の是正や医療費通知、広報活動などによる医療費に対する意識の啓発を図り、人間ドッ
ク、特定健診の受診勧奨を行い保険医療費の適正化に努めます。保険税未納者への対策を推進し制度の安定的な運
営を図ります。

4

健康な心と体の維
持・増進

１．施策の現状 ２．施策の課題
・日常的に健康づくりに取り組んでいる町民の割合は、新型コロナウィルス感染症拡大に
よる影響で減少しています。
・国保特定健診において保健指導を行うことで、生活習慣改善の必要性が意識づけられ
てきたと考えられますが、健康増進計画策定アンケート（令和4年8月実施）では、1年間に
健康診断を受けていない人が14.3％となっており、「特に理由はない（29.7％）」が最も多
い理由でした。
・町内に病院2ヶ所、一般診療所6ヶ所、歯科診療所7ヶ所の医療施設がありますが、高齢
化や身近な診療所の閉院が安定した医療の確保に対する不安の要因になっています。
・国民健康保険制度は、被保険者の高齢化による受診頻度の増加や医療技術の高度化
に伴い、1人当たりの医療費が増加傾向にあります。

・気軽に健康づくりができる環境の整備や、一緒に取り組む仲間・地域づくりなど、健康に無関
心な人に対する取り組みが必要です。
・高血圧症や糖尿病などの生活習慣病を引き起こすメタボリックシンドロームについて、該当者
等の増加を抑制することが必要です。そのために、ライフステージに応じた健康課題の取り組
みと食育を推進する必要があります。
・生活習慣病等の早期発見や早期治療のため、がん検診や特定健診等の受診率を向上させ
る必要があります。特に若い世代に対し、受診行動を促す取り組みが必要です。
・医療機関が偏在していることから、安心安全で地域格差のない医療提供体制を構築する必
要があります。
・医療保険制度を安定的に運営するためにも保険料（税）の確保と医療費の抑制や適正化が
必要です。
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１．町民（事業所、地域、団体）の役割 ２．行政（町、県、国）の役割

・健康に関心を持ち。健全で規則的な生活習慣及び食生活を身につける。
・積極的に健（検）診を受け、疾病の予防や早期発見に努める。
・家族や友人など、身近な人と健康づくりについて話し合い、行動する。
・保険制度の運営に必要な保険料（税）を納付する。
・かかりつけ医を持ち、多重、重複受診を避けて、医療を適正に利用する。

・疾病予防等のため健康相談、健康教育などの保健指導により、正しい健
康情報の提供を行う。
・健（検）診や予防接種について、受診勧奨や受診しやすい環境の整備な
どにより、受診率の向上を図る。
・自主的な活動組織の育成や活動場所の提供などにより、身近で手軽に健
康づくりができる環境を整備する。
・誰もが安心して必要とする医療サービスを受けられるよう、国民健康保険制
度の健全な運営に努める。

3．施策を取り巻く状況（対象や法令等）は今後どのように変化する？ ４．施策に対して、住民や議会からどんな意見や要望が寄せられているか？
・健康日本21及び2040年を展望した社会保障・働き方改革本部のとりまとめにおいて健康寿命の延
伸プランが示され、①健康無関心層を含めた予防・健康づくりの推進、②地域・保険者間の格差の
解消のために「自然に健康になれる環境づくり」や「行動変容を促す仕掛け」などの活用が求められ
ている。また国策として健康診断に関するデータが一元化される。
・国の健康日本21（第三次）、県の元気県ぐんま21（第三次）が令和6年度から開始される。また国の
食育基本計画（第四次）、県のぐんま食育こころプラン（第四次）に基づき食育が推進されている。町
は健康増進計画、第3次食育推進計画に基づく事業を実施する。
・新型コロナウィルス感染症対策はしばらく続くと思われる。
・平成30年度国保の実施主体が群馬県となり、安定的な財政運営や効率的な事業の確保等、市町
村との共同運営により制度の安定化が図られた。後期基本計画中は県内保険税率の統一化に向け
た移行準備期間にあたる。

・生活スタイルの多様化に伴い個別健診・個別接種に対する希望がある。
・運動を継続して実施するための環境整備・仲間づくりをしてほしいと要望が
ある。
・新型コロナウィルス感染症について正しい情報を知りたい。
・新型コロナウィルスワクチン接種を安全に受けたい。
・利根沼田圏域に産科、小児科、精神科等の専門医が少ないため増やして
欲しいとの要望がある。
・水上地区の医療機関が閉院となり、身近で内科等の診療が受けられる体
制を整備してほしいと要望がある。
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・心身ともに健康な生活を送るために生活習慣等の健康課題に対し、適切な情報提供や健康づくりに取り組むための環境整備を行う。

1 日施策マネジメントシート（2024年度の振り返り、総括） 作成日 2025 年 8 月

基本
目標

Ⅰ 誰もが安心でき安全でゆとりを感じるまち

・病気の早期発見及び重症化予防のために、特定健診やがん健診等の受診率の向上及び精密検査の受診率の向上に取り組む。

・誰もが安心して医療保険制度を利用できるよう、国民健康保険制度の適正かつ健全な運営をする。

基
本
事
業
の

考
え
方

町民福祉課　国保年金係課長 泉　経征

担当係 健康推進係

目的と
基本方針

町民が健やかにいきいきと暮らす

・ライフステージに応じた健康課題の改善を図り、健康寿命の延伸を目指します。

具体的には、健康増進計画、国保データヘルス計画、第３次食育推進計画等の健康に関連した計画における事業の進捗管理を行い、実行度を評価します。

施策 5 健康づくりの推進 主管課

名称 子育て健康課

関係課
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取り組み状況 目標に対する増減の要因分析 現状の課題 具体的な取り組み

1

健康みなかみ２１（健康増進計
画、第３次食育推進計画）に則
り、健康ポイントを活用した運動
習慣の定着など事業の推進及
び各種活動・教室を開催した。

メタボ・予備軍は微減となり目標
値内を推移している。これはコ
ロナが５類へ移行し、健康教室
など各種活動に参加しやすい
環境が整ったことで、健康を意
識する人が増え、活動が活発
になったことが要因と思われる。

実績値は向上しているが、町の
特定健診受診者以外の企業健
診等のメタボ・予備軍が把握で
きない。また、子供の肥満も上
昇傾向にある。

多くの方が参加できる健康づくりポイント事業を推進
し、特にG-WALK＋を活用したウォーキングチャレン
ジの登録者を増加させ特定保健指導の利用勧奨を強
化する。
子供のうちから健康の意識付けをするため、こども園、
小中学校と連携し食育推進事業を充実させ、「早寝・
早起き・朝ごはん」を継続して推進する。また、小児生
活習慣病予防事業として14歳の健診を実施・野菜摂
取アップセミナーの開催、及び「野菜プラス1皿」事業
の周知啓発をする。

2

健診結果から病気の早期発見に
務め、未受診者及び精密検査該
当者等に受診勧奨を積極的に行
い、国のがん検診受診勧奨対策等
実行支援事業を活用し分析を行っ
た。また、腎臓機能低下者が増加
傾向にあることから、３カ年計画で
減少に向けた取り組みを強化し
た。

集団健診は増加したが、個別健診が
減少し、全体で減少となった。かかりつ
け医を定期的に受診していることを理
由に特定健診を受診しない傾向がある
ことや、パートやアルバイト勤務者が職
場健診を受けているが町に健診結果
報告をしておらず、個別健診受診者と
してカウントされていないケースもあると
思われる。

特定健診受診が病気の早期発見・
医療費の抑制につながる事から、
受診率の向上させる必要がある。
さらに、自覚症状が現れづらい、腎
臓機能低下者が増加傾向にあるた
め、特に予防に対する知識の普及
が求められる。

特定健診受診の重要性や、他機関で受診した
際は健診結果を報告する必要があることについ
て、あらゆる情報発信を通じて周知を行う。
ヘルスアップ事業を活用した受診勧奨事業の実
施や腎臓機能低下者減少に向け計画的な取組
みを継続する。
また、がん検診の精密検診対象者への受診勧奨
を行う。

3

第3期データヘルス計画に基づ
き保健事業を実施した。

国保被保険者数の減少や、オンラ
イン資格確認が普及し、資格喪失
後受診や限度額不一致等を理由と
したレセプト過誤の減少により、医
療費総額は減少したが、被保険者
数の減少幅の方が大きいことや、
診療報酬の改定等による医療費増
により、１人当たりの医療費にすると
前年比で微増となった。

被保険者数、医療費ともに減
少傾向にあるが、被保険者
の高齢化、医療の高度化、
感染症の流行など医療費増
加の要因が多くあるため、長
期的に考察していく必要があ
る。

重複頻回受診対策、医療費通知・ジェ
ネリック医薬品差額通知や第三者行為
求償処理により医療費の適正化を図る。
また、第3期データヘルス計画に基づき
保健事業を実施する。
さらに、国保税の滞納対策に努める。

4
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Ａ

30歳・40歳代で特に取り組んでいない町民の減少（R5：23.4％、R6：14.7％）が影響し、前年度比較0.１ポイントと
若干実績値を上回った。しかし、コロナ禍において、健康の大切さを実感したことから、健康に対する意識は継続
して高い傾向である。特に50歳以上の町民は健康づくりに取り組んでいる割合が高い。相対的には目標値の達
成はできている。

Ｂ 達　成 Ｂ

男性0.3ポイント、女性も0.4ポイント改善した。これは、コロナが５類に移行し、社会生活が安定しつつ
あることから、活動機会が増え健康増進につながっていると思われる。

Ｃ Ｃ

Ｄ Ｄ

368 368358 363 363
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健康な心と体の維持・増進

病気の早期発見

国民健康保険制度の適正利用

実績値

目標値

実績値

目標値

5 健康づくりの推進 主管課
名称

男1.7、女3.4 男1.6、女3.3 男1.5、女3.3

基本事業名 指標名 単位

1

Ｄ

子育て健康課

課長 泉　経征

351 359

2

3
実績値

目標値

目標値 378

実績値 377

49.1

目標値

基
本
事
業
の
成
果
指
標

B

B

B

B
実績値

目標値

Ａ 1人当たりの医療費

区分

36.0 36.8

2027年度

48.8 49.4 50.0

37.6 38.4

32.7

2023年度 2024年度 2025年度

34.0 33.9 33.3

施策

Ａ
実績値

4

2021年度 2022年度 2026年度

目標値

Ａ 特定健診受診率 ％
実績値 47.1 46.8

50.0 47.6 48.2

年／
千円

47.7

目標値 31.0 35.2
Ａ
メタボリックシンドローム該当者・予
備群の割合

％
実績値

目標値

Ｃ
目標値

年
実績値 男1.5、女3.4 男1.9、女3.5 男1.8、女3.6 男1.5、女3.2

目標値 86.0 84.3 84.7

目標値 男1.9、女3.5 男1.9、女3.5 男1.8、女3.4

85.1
％

実績値 84.0

2023年度(R5) 2024年度(R6) 2025年度(R7) 2026年度(R8) 2027年度(R9)

85.5 86.0施
策
の
成
果
指
標

成果指標名 単位 区分 2021年度(R3) 2022年度(R4)

85.0 84.8 84.9

Ｂ 平均余命と健康寿命の差

Ａ
日常的に、健康づくりに取り組んでいる町民
の割合

実績値

実績値



５．健康づくりの推進

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

2

係

特になし
町に財政的な負担が発生するようならば、事
務事業廃止も視野に入れ検討していく

令和　５年度 令和　６年度 単位

人

入場者数基本事業 01 健康な心と体の維持・促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 観光商工 課 商工振興

事業費 152,200 円

町が所有する源泉を利用した共同浴場であり、地
域住民が管理運営を行っている。当該施設用地
は借地であるため、町が土地所有者と契約を締結
し、土地賃貸借料を支出している。

特になし施
策
体
系

施策 05 健康づくりの推進
事業実績

項 1 目 17 2,900 3,600
事業
期間

継続事業
会
計

1 款

事務事業 000011 漣温泉のぞみの湯管理支援事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20

健康づくりの推進
事業実績

4

係

巡回診療車購入について、継続の申し入れをした
が価格が高騰したため検討が必要である。

広域圏で取り組む事業として継続する。
令和　５年度 令和　６年度 単位

人項 1 目 1
９７・７８・１１

７０

（R8/2の担
当課長会議
にて把握）

事業
期間

継続事業
会
計

1 款

事務事業 000005 利根沼田広域医療運営費負担事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20

巡回診療受診者(延べ)・休日急患診
療所患者数(累計)・在宅当番医患者
数（圏域合計）

基本事業 02 病気の早期発見
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 子育て健康 課 健康推進

事業費 18,834,000 円

利根沼田広域市町村圏整備組合が実施する各種
医療事業への負担金。 現在の巡回車を修繕し使用することになった。施

策
体
系

施策 05

円

食生活改善推進員を養成・育成し栄養、食生活の
改善の普及啓発に関する事業を実施している。

会員対象の研修会の開催や、健康情報に関
する資料の配付により、自己学習の機会を設
け、自主的な地域活動の取り組みを促した。
また、養成講座を開催し、会員数を増やした。

施
策
体
系

施策 05 健康づくりの推進
事業実績

事務事業

項 1 目 1 13・189 14・219
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 4

係
会員の資質向上及び自主的に活動するための支
援が必要である。また、会員数の減少及び会員の
高齢化に対する対策が必要である。

研修会等、自己学習の機会を継続する。ま
た、養成講座を開催し、会員数の増加につな
げる。

令和　５年度 令和　６年度

単位

件

端末入力者数基本事業 01 健康な心と体の維持・促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 子育て健康 課 健康推進

単位

回・人

町民対象の教室等開催数
・教室等に参加した人の人数（町民）

基本事業 01 健康な心と体の維持・促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 子育て健康 課 健康推進

4

係
健康情報システムは地方公共団体情報システム
の標準化に関する法律「標準化法」の基づき、健
康管理システムの改修が必要である。

新システムの運用手順に関して、マニュアル
を作成する。

令和　５年度 令和　６年度

事業費 100,000

項 1 目 1 ２８,０７９ ２３,４０２
事業
期間

継続事業
会
計

1 款

000003 食生活改善推進事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20

事務事業 000002 健康情報管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20

事業費 3,285,700 円

町民の保健情報を管理するシステムの機器保守
及び使用料(GCCにシステム業務委託）

９月健康システムの交換が行われた。データ
移行及び新システムの使用方法の習得に時
間を要した。

施
策
体
系

施策 05 健康づくりの推進
事業実績



５．健康づくりの推進

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

健康づくりの推進
事業実績

4

係
新型コロナウイルス感染症と同時流行の恐れが
あり、鑑別診断が難しいため、インフルエンザの流
行を抑制する必要がある。

管内市町村で事業内容を協議し、対象者が受
けやすい体制を継続する。

令和　５年度 令和　６年度 単位

人・％項 1 目 2
４４２人・３１.
７％、１７人・

３３.３％

４８３人・４１.
８％、２３人・

５０％

事業
期間

継続事業
会
計

1 款

事務事業 000010 インフルエンザ予防接種費補助事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20

接種者数・接種率（中学生以下、重症
化予防）

基本事業 01 健康な心と体の維持・促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 子育て健康 課 健康推進

事業費 2,078,964 円

生後６か月から中学３年生及び、重症化予防とし
て60歳未満の指定された疾病を持ち、身体障害
者手帳１級を保有している人及び妊婦を対象とし
て接種費用の一部助成を行う。

助成金の請求を医療機関に委任することによ
り、保護者の費用負担の軽減を図った。事業
の周知については、町内小中学生は学校経
由で通知し、未就学児及び重症化予防事業
の対象者は通知を郵送した。

施
策
体
系

施策 05

項 1 目 2
４,２６８人・５

８.１％
３,９１０人・５

３.３％
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 4

係
助成制度があることを周知する。
希望者が接種機会を得られるよう配慮する。
同意欄や代筆者名の記入における間違いがあ
る。

接種希望者への接種費用の助成を継続す
る。

令和　５年度 令和　６年度 単位

人・％

接種者数・接種率（10/1：65歳以上人
口）

基本事業 01 健康な心と体の維持・促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 子育て健康 課 健康推進

4

係
予防接種法実施要領の一部改正により令和６年
度から、定期予防接種対象者は６５歳のみになっ
た。制度移行期のため丁寧な説明が必要である。

定期接種対象者には誕生月の翌月に個別通
知により周知を図る。６５歳以上の定期接種を
逃して人には、ホームページ等で任意接種の
周知をする。

令和　５年度 令和　６年度

事業費 15,189,416 円

６５歳以上の高齢者等の定期インフルエンザﾞ予防
接種にかかる費用を助成する。

新型コロナウイルスワクチン接種と接種時期
が重なることから、接種機会の確保のため例
年よりも委託期間を１月延長し、ホームペー
ジ・広報紙及びみなかみ町保健事業予定表で
周知をした。

施
策
体
系

施策 05 健康づくりの推進
事業実績

事務事業 000009 高齢者インフルエンザ予防接種費用助成事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20

単位

人

接種者数（定期・任意）基本事業 01 健康な心と体の維持・促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 子育て健康 課 健康推進

事業費 449,660 円

定期対象者に関しては積極的勧奨をし、接種費用
の一部助成を行う。定期の年齢を逃した人、接種
希望のある人に関しては任意接種とし、申請によ
り接種代金の一部助成を行う。

個別通知及びホームページ・広報紙やみなか
み町保健事業予定表で周知した。定期接種の
機会を逃した人に、任意接種を案内することで
トラブルを防ぐことができた。

施
策
体
系

施策 05 健康づくりの推進
事業実績

項 1 目 2
２９５人・２４

人
６９人・１２人

事業
期間

期間限定事業
会
計

1 款

事務事業 000008 肺炎球菌予防接種費用助成事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20

項 1 目 1 ３件 ３件
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 4

係

課題なし
令和　５年度 令和　６年度 単位

件

支払い件数基本事業 01 健康な心と体の維持・促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 子育て健康 課 健康推進

事業費 261,330 円

賛同、参画する各種団体に負担金を支払い、団体
の活動を通じて地域医療の充実を図る。施

策
体
系

施策 05 健康づくりの推進
事業実績

事務事業 000016 保健衛生総務費負担事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20



５．健康づくりの推進

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

健康づくりの推進
事業実績

4

係
・がん検診受診率は低いため、受診勧奨が必要で
ある。
・精密検査の未受診者に対し、受診勧奨を行う必
要がある。

ホームページ・広報紙やみなかみ町保健事業
予定表でがん検診の重要性を周知する。
年齢を絞って未受診者へ受診勧奨を行う。

令和　５年度 令和　６年度 単位

人・
％

項 1 目 2
男：434人･

9.2%　女：442
人・11.9%

男：442人･
9.4%　女：407

人･13.3%

事業
期間

継続事業
会
計

1 款

事務事業 000004 がん検診事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20

胃がん検診受診者数・受診率（50歳
〜69歳）

基本事業 02 病気の早期発見
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 子育て健康 課 健康推進

事業費 25,756,947 円
厚労省による「がん予防重点教育及びがん健診実施の
ための指針」に基づき実施する。
胃がん検診（個別：胃カメラ、集団：胃バリウム）
大腸がん検診（個別：郵送検診、集団）
結核・肺がん検診（集団）
子宮頚がん検診（個別、集団）
乳がん検診（個別、集団）
前立腺がん検診（集団）

検診希望をした者のうち未受診者に対し、個
別通知で受診勧奨を行った。施

策
体
系

施策 05

項 1 目 2
１７回・８２３

人
２３回・９６０

人
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 4

係
食育推進計画の目標値に向けて事業を実施して
いるが、目標値の達成が難しいものがあるため見
直しが必要である。

さらなる周知方法の検討を行い住民へ広く周
知を行う。

令和　５年度 令和　６年度 単位

回・人

教室等回数・参加人数（延）基本事業 01 健康な心と体の維持・促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 子育て健康 課 健康推進

4

係

医療機関の協力を得ること及び住民への周知等
の接種体制整備が必要である。

継続して実施する。
令和　５年度 令和　６年度

事業費 840,906 円

食育の推進により、食に関する知識と食を選択す
る力を身につけ、健全な食生活を実践できる事を
目的とする。またみなかみ町食育推進計画を関係
機関や団体等と連携し推進する。

町のHPや広報を活用し周知を図った。また、
講習やセミナーの開催を行った。施

策
体
系

施策 05 健康づくりの推進
事業実績

事務事業 000004 食育推進事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20

単位

人、％

被接種者数、接種率基本事業 01 健康な心と体の維持・促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 子育て健康 課 健康推進

事業費 40,547,062 円

予防接種法実施要領に基づき、定期接種として新
型コロナウイルスワクチン接種を実施する。

・沼田利根医師会及び管内市村と協議し、実
施時期等を決定した。
・住民への周知は、対象者への個別通知及び
広報等で行った。

施
策
体
系

施策 05 健康づくりの推進
事業実績

項 1 目 2 -
２,４３６人、３

３.２％
事業
期間

継続事業
会
計

1 款

事務事業 000017 新型コロナウイルスワクチン接種事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20

項 1 目 2
１１８人・４９
５人・１８人

１０１人・３０
４人・２５人

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 4

係
おたふくかぜ及び帯状疱疹予防接種費用の助成
は令和５年度から実施したため、事業内容の周知
が必要である。
また、医師会及び管内市村等との協議により、住
民が予防接種及び助成を受けやすい体制を構築
することが必要である。

接種希望者への接種費用の助成を継続す
る。
帯状疱疹について、任意接種と定期接種の対
象者の混同が想定されるため、丁寧な案内を
行う。

令和　５年度 令和　６年度 単位

人

接種者数（おたふく・帯状疱疹・風し
ん）

基本事業 01 健康な心と体の維持・促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 子育て健康 課 健康推進

事業費 4,214,000 円
町民の健康の保持及び増進を図るため、おたふく
かぜ、帯状疱疹、風しん等の感染症のまん延、罹
患による重症化の予防及び骨髄移植手術等によ
る獲得免疫の喪失に伴う感染症の重症化を予防
するために行う予防接種（以下「予防接種」とい
う。）を受けた者に対し、予防接種に係る費用の一
部を助成する。

・医師会との協議により償還払いから、委託料支払
いに助成方法を変更した。
・住民への周知として、新生児訪問での説明、及び
ホームページ・広報紙やみなかみ町保健事業予定
表で周知をした。帯状疱疹については令和７年度か
ら定期接種に移行するため、２月以降変更点の周知
を行った。

施
策
体
系

施策 05 健康づくりの推進
事業実績

事務事業 000012 任意予防接種費用助成事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20



５．健康づくりの推進

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

健康づくりの推進
事業実績

4

係

指定管理について指定事業者との協議が必要で
ある。

指定管理者の選定及び管理料の適正配分を
進める。

令和　５年度 令和　６年度 単位

日項 1 目 4 ９，３１０人 １４，１５６人
事業
期間

継続事業
会
計

1 款

事務事業 000007 保健福祉センター等維持管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20

月平均使用日数（会議室３会場・検診
室・栄養学習室及び実習室）

基本事業 01 健康な心と体の維持・促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 子育て健康 課 健康推進

事業費 5,700,000 円

保健福祉センターの維持管理
指定管理者のと協議の結果管理料の増額を
行った。施

策
体
系

施策 05

項 1 目 2
４５回･２８６
人、１３回･１

７件

３６回･４０６
人、８回･１３

件

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 4

係 健康相談は主に特定健診等にあわせ実施してい
る。住民のニーズにあわせタイムリーな相談を行
う必要がある。

心の相談は常勤で対応できないことが想定される
ため、専門職の雇い上げが必要である。

専門職等の雇い上げを適宜行い、住民ニーズ
に対応する。

令和　５年度 令和　６年度 単位

回・人
（件）

健康相談、家庭訪問（回数・延べ人
数）

基本事業 01 健康な心と体の維持・促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 子育て健康 課 健康推進

4

係
メタボリックシンドローム該当者・予備軍の割合
は、増加傾向にある。また、全ての年代で男性が
女性を上回っている。

・複数のテーマの教室を設計することで、住民
が選択できるようにする。

・特定健診や骨密度検診等の受診者のうち、
要指導者（生活習慣の見直しが必要な者）に
対して、個別通知を行い教室を周知する。

令和　５年度 令和　６年度

事業費 504,086 円

健康増進法に基づく健康相談及び家庭訪問を実
施する。

心理職の雇い上げを行った。施
策
体
系

施策 05 健康づくりの推進
事業実績

事務事業 000006 健康相談事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20

単位

回・人

教室開催数・参加人数（延）基本事業 01 健康な心と体の維持・促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 子育て健康 課 健康推進

事業費 993,307 円
メタボリックシンドロームや生活習慣病の予防を目
的に実施する。
【実施事業】
みな女クラブ　おとなの運動教室
健康づくり教室　骨粗鬆症予防教室
男性のための料理教室
健康づくりポイント推進事業

健康づくり教室において複数のテーマを設け、
住民が教室を選択できるようにした。施

策
体
系

施策 05 健康づくりの推進
事業実績

項 1 目 2
４３回・４７６

人
３９回・４６４

人
事業
期間

継続事業
会
計

1 款

事務事業 000005 健康教室事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20

項 1 目 2
３５人・６４
人、５.９％

５０人・８８
人、７.１％

事業
期間

継続事業
会
計

1 款 4

係 健康増進法実施要領の一部改訂により、歯周病
健診の対象者に２０歳・３０歳を加える必要があ
る。
歯周疾患健診及び若年者健診の受診率が低いた
め、必要性を周知する必要がある。

歯周病予防の重要性について広報等で周知
する。

若年者健診については、職域における健診及
び保健指導の状況を確認し課題を整理する。

令和　５年度 令和　６年度 単位

人、
％

歯周病健診受診者数（集団・個別）、
受診率

基本事業 02 病気の早期発見
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 子育て健康 課 健康推進

事業費 6,454,241 円

厚労省による「健康増進法」に基づき生活保護者
健診、
歯周疾患検診、骨粗鬆症検診、肝炎ウイルス検
診、腎機能検査を実施する。
また、３５歳〜３９歳に対し、青年期からの健康づ
くりとして若年者健診を実施する。

個別通知及びホームページ等により周知し
た。施

策
体
系

施策 05 健康づくりの推進
事業実績

事務事業 000003 健康増進事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20



５．健康づくりの推進

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

健康づくりの推進
事業実績

1

係

課題なし 特になし
令和　５年度 令和　６年度 単位

人項 1 目 2 4,432 4,191
事業
期間

継続事業
会
計

2 款

事務事業 000004 国民健康保険団体連合会参画事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20

年間平均被保険者数基本事業 03 国民健康保険制度の適正利用
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 町民福祉 課 国保・年金

事業費 838,608 円

群馬県国保連合会に委託するための負担金 特になし施
策
体
系

施策 05

項 1 目 1 62,640 60,200
事業
期間

継続事業
会
計

2 款 1

係
毎年、レセプト点検による財政効果率について県
内で順位が発表され県平均を下回ると県の指導
が入る。内容点検については、連合会に委託して
いるが、任せきりにするのではなく、市町村側でで
きる医療費適正化に重点をおいて取り組む必要
がある。また、内容点検に対する知識向上も必要
である。

審査関係図書にいよる学習時間を作り、引き
続き市町村側のレベルアップに努め、財政効
果率の上昇につなげる。

令和　５年度 令和　６年度 単位

件

レセプト二次点検件数基本事業 03 国民健康保険制度の適正利用
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 町民福祉 課 国保・年金

1

係

課題なし 特になし
令和　５年度 令和　６年度

事業費 1,000,600 円

医療費の適正化を図る手段として、保険医療機関
への診療報酬の請求内容を審査し、不必要また
は不適正なものがあれば減額または返戻する。レ
セプト内容点検については、国保連合会へ委託し
ている。

医療費適正化につなげるため、資格喪失後受
診の確認(返戻）、重複・頻回受診者の把握
（指導）、第三者行為求償事務に重点的に取
り組んだ。
また、研修会参加や審査関係図書購入等によ
り、レベルアップを図った。

施
策
体
系

施策 05 健康づくりの推進
事業実績

事務事業 000002 診療報酬明細書点検事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20

単位

人

年間平均被保険者数基本事業 03 国民健康保険制度の適正利用
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 町民福祉 課 国保・年金

事業費 8,784,914 円

国保事業を円滑に運営するための一般管理費用 特になし施
策
体
系

施策 05 健康づくりの推進
事業実績

項 1 目 1 4,432 4,191
事業
期間

継続事業
会
計

2 款

事務事業 000001 一般管理事業（国保）
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20

１ １

令和　５年度 令和　６年度 単位

箇所

工事個所数

組織名 子育て健康 課

項 1 目 4
事業
期間

継続事業
会
計

1 款 4

係
施工から１９年経過し劣化・破損・故障等が多数
みられるが、修繕の必要性が明確でないため実
施設計が必要である。

令和７年度以降残りの空調改修・外壁改修・
屋根の改修を進める。

基本事業 01 健康な心と体の維持・促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

健康推進

事業費 41,995,800 円

平成１３年度に新築したが、施設及び設備の劣
化・破損・故障等が多数みられる。他地区施設を
廃止し保健センター機能を本施設に集中して使用
するために、改修計画をたて修繕工事等を行い施
設の長寿命化を図る。

令和4年度／床張り替え工事、照明器具LED
化工事等を実施。

令和5年度／空調設備改修工事（一部）を実
施。

令和6年度／空調設備改修工事（２期分）を実
施

施
策
体
系

施策 05 健康づくりの推進
事業実績

事務事業 000014 保健福祉センター長寿命化事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20



５．健康づくりの推進

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

項 1 目 3 4,432 4,191
事業
期間

継続事業
会
計

2 款 2

係

課題なし 特になし
令和　５年度 令和　６年度 単位

人

年間平均被保険者数基本事業 03 国民健康保険制度の適正利用
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 町民福祉 課 国保・年金

2

係

課題なし 特になし
令和　５年度 令和　６年度

事業費 6,026,901 円

保険証を持たずに10割支払って診療を受けた場
合、補装具を作成した場合など、法に定める給付
割合の範囲で給付する。

特になし施
策
体
系

施策 05 健康づくりの推進
事業実績

事務事業 000007 一般被保険者療養費事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20

単位

人

年間平均被保険者数基本事業 03 国民健康保険制度の適正利用
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 町民福祉 課 国保・年金

事業費 1,208,634,051 円

被保険者が医療機関で診療を受けた際の費用に
ついて、法に定める給付割合の範囲で給付する。

特になし施
策
体
系

施策 05 健康づくりの推進
事業実績

項 1 目 1 4,432 4,191
事業
期間

継続事業
会
計

2 款

事務事業 000006 一般被保険者療養給付費事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20

項 3 目 1 ２
２（うち1回は
書面開催）

事業
期間

継続事業
会
計

2 款 1

係 町長に委嘱された14名の委員に、国保事業の運
営に関して活発な意見をいただき、慎重審議を
行っていただくため、わかりやすい資料作りや丁
寧な説明が必要不可欠である。

令和15年度に予定されている国保の県内完
全統一化に向けて、議論を重ねる必要があ
る。

令和　５年度 令和　６年度 単位

回

協議会開催回数基本事業 03 国民健康保険制度の適正利用
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 町民福祉 課 国保・年金

事業費 45,390 円

国保事業の運営に関する重要事項を審議し、被保険者、
医療関係者、一般住民などそれぞれの立場の利害関係
を調整し、事業が円滑に実施されるよう国民健康保険法
第１１条により規定。被保険者代表、保険医または薬剤
師代表及び公益を代表する委員で構成。定数は町条例
で定める１４名。任期は３年（令和6年度改選）。

国保運営に関して理解し慎重審議を行ってい
ただくため、わかりやすい資料作りや丁寧な
説明が必要不可欠であるため、事務局側の知
識の習得・向上が必須である。

施
策
体
系

施策 05 健康づくりの推進
事業実績

事務事業 000005 運営協議会事業（国保）
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20

項 2 目 1 2,841 2,835
事業
期間

継続事業
会
計

2 款 1

係
保険税の算出は複雑なため理解を得にくい。また
税負担が重く滞納も多額となり、税徴収も一苦労
である。今後保険税率統一に向けた動きを注視す
る必要がある。

群馬県国民健康保険運営方針による。
引き続き、適正課税・公平徴収に努める。

令和　５年度 令和　６年度 単位

件

督促件数基本事業 03 国民健康保険制度の適正利用
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 税務会計 課 住民税

事業費 2,408,008 円

国民皆保険の下、ケガや病気をしたときなどに医
療を受けられる制度に係る保険税の賦課徴収。
本算定による賦課業務。加入、脱退の異動処理。
税還付処理。

期限内収納を確保するため、多様な納付環境
の整備に努めた。施

策
体
系

施策 05 健康づくりの推進
事業実績

事務事業 000003 保険税賦課徴収事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20



５．健康づくりの推進

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

項 5 目 1 52 28
事業
期間

継続事業
会
計

2 款 2

係

特になし 特になし
令和　５年度 令和　６年度 単位

件

支給件数基本事業 03 国民健康保険制度の適正利用
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 町民福祉 課 国保・年金

2

係

特になし
特になし

令和　５年度 令和　６年度

事業費 1,400,000 円

国民健康保険加入者が亡くなった時に、葬祭執行
者に対して支給する。

特になし施
策
体
系

施策 05 健康づくりの推進
事業実績

事務事業 000011 葬祭費支給事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20

単位

件

支給件数基本事業 03 国民健康保険制度の適正利用
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 町民福祉 課 国保・年金

事業費 378,140 円

一般被保険者の国民健康保険の高額療養費の
限度額と介護保険の高額介護サービス費の限度
額の年間合計が所定の限度額を超えた場合に支
給される。

特になし施
策
体
系

施策 05 健康づくりの推進
事業実績

項 2 目 3 9 16
事業
期間

継続事業
会
計

2 款

事務事業 000009 一般被保険者高額介護合算療養費事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20

項 2 目 1 4,432 4,191
事業
期間

継続事業
会
計

2 款 2

係

課題なし 特になし
令和　５年度 令和　６年度 単位

人

年間平均被保険者数基本事業 03 国民健康保険制度の適正利用
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 町民福祉 課 国保・年金

事業費 175,414,016 円

被保険者の1ヶ月の医療費が自己負担額を超え
た場合、超えた金額を支給する。

特になし施
策
体
系

施策 05 健康づくりの推進
事業実績

事務事業 000008 一般被保険者高額療養費事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20

健康づくりの推進
事業実績

2

係

特になし
特になし

令和　５年度 令和　６年度 単位

件項 1 目 5 63,160 60,954
事業
期間

継続事業
会
計

2 款

事務事業 000020 診療報酬明細書審査事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20

レセプト審査処理件数基本事業 03 国民健康保険制度の適正利用
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 町民福祉 課 国保・年金

事業費 3,698,723 円

医療機関から国保連合会を通してみなかみ町国
保に請求があったレセプトの審査処理に対する取
扱手数料を支払う。

特になし施
策
体
系

施策 05



５．健康づくりの推進

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

項 1 目 1 159　43 153　47
事業
期間

継続事業
会
計

2 款 6

係
健診受診率及び保健指導実施率の向上のため、
電話勧奨等様々な方法で効果的に勧奨を行う必
要があるが、人員不足のため対応が難しい。

引き続き、特定健診未受診者対策事業を行
い、受診率の向上を目指す、また、保健指導
実施率の向上に向けて努力する。

令和　５年度 令和　６年度 単位

人

特定保健指導対象者数・特定保健指
導実施者数

基本事業 01 健康な心と体の維持・促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 町民福祉 課 国保・年金

3

係

特になし 特になし
令和　５年度 令和　６年度

事業費 18,167,126 円

４０歳から７４歳までの国保加入者が対象の、メタ
ボリックシンドロームに着目した健康診査と保健指
導事業の実施。

ＡＩ分析によって個々の特性に応じた効果的な
勧奨通知ハガキを送付し、特定健診受診率向
上に取り組んでいる。

施
策
体
系

施策 05 健康づくりの推進
事業実績

事務事業 000015 特定健康診査事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20

単位

人

年間被保険者数基本事業 03 国民健康保険制度の適正利用
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 町民福祉 課 国保・年金

事業費 47,941,647 円

県が国保財政運営の主体となり安定的な財政運
営を行うため、県が各市町村の被保険者数や所
得水準などから納付金額を算定し、市町村は徴収
した国保税収入等を財源に納付金として県に納め
る。県はこの納付金を介護納付金の財源とする。

特になし施
策
体
系

施策 05 健康づくりの推進
事業実績

項 3 目 1 4,432 4,191
事業
期間

継続事業
会
計

2 款

事務事業 000032 介護納付金分納付事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20

項 2 目 1 4,432 4,191
事業
期間

継続事業
会
計

2 款 3

係

特になし 特になし
令和　５年度 令和　６年度 単位

人

年間平均被保険者数基本事業 03 国民健康保険制度の適正利用
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 町民福祉 課 国保・年金

事業費 147,415,128 円

県が国保財政運営の主体となり安定的な財政運
営を行うため、県が各市町村の被保険者数や所
得水準などから納付金額を算定し、市町村は徴収
した国保税収入等を財源に納付金として県に納め
る。県はこの納付金を後期高齢者支援金の財源
とする。

特になし施
策
体
系

施策 05 健康づくりの推進
事業実績

事務事業 000024 一般被保険者後期高齢者支援金等分納付事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20

健康づくりの推進
事業実績

3

係

特になし 特になし
令和　５年度 令和　６年度 単位

人項 1 目 1 4,432 4,191
事業
期間

継続事業
会
計

2 款

事務事業 000014 一般被保険者医療給付費分納付事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20

年間平均被保険者数基本事業 03 国民健康保険制度の適正利用
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 町民福祉 課 国保・年金

事業費 385,998,298 円

県が国保財政運営の主体となり安定的な財政運
営を行うため、県が各市町村の被保険者数や所
得水準などから納付金額を算定し、市町村は徴収
した国保税収入等を財源に納付金として県に納め
る。県はこの納付金を保険給付費等交付金等の
財源とする。

特になし施
策
体
系

施策 05



５．健康づくりの推進

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

6

係

課題なし 特になし
令和　５年度 令和　６年度 単位

人

支給（助成）件数基本事業 02 病気の早期発見
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 町民福祉 課 国保・年金

事業費 9,877,102 円

国民健康保険加入者に対して、人間ドック受診費
用の一部を助成する。

特になし施
策
体
系

施策 05 健康づくりの推進
事業実績

項 2 目 1 374 373
事業
期間

継続事業
会
計

2 款

事務事業 000001 人間ドック等検診費助成事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20

項 2 目 1 19 24
事業
期間

継続事業
会
計

2 款 6

係

課題なし 特になし
令和　５年度 令和　６年度 単位

回

教室等実施回数基本事業 01 健康な心と体の維持・促進
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 町民福祉 課 国保・年金

事業費 853,842 円

国保会計で行う健康教室、料理教室、健康相談
事業。実施主体は子育て健康課。長期的な医療
費削減を目的とする。

特になし施
策
体
系

施策 05 健康づくりの推進
事業実績

事務事業 000001 健康づくり事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20

健康づくりの推進
事業実績

6

係
医療費通知に加え差額通知を発送することによ
り、人件費、ハガキの作成料、切手代等コストは
増加することになるが、通知により自己の医療費
を知り、重複・頻回受診の削減や国保税への理解
と正しい納税に繋がるものと考えている。また、
ジェネリック医薬品の普及により総医療費の削減
が期待される。

特になし
令和　５年度 令和　６年度 単位

回項 2 目 1 3　2 3　2
事業
期間

継続事業
会
計

2 款

事務事業 000013 医療費のお知らせ事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20

通知回数（医療費・差額）基本事業 03 国民健康保険制度の適正利用
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 町民福祉 課 国保・年金

事業費 862,472 円

健康づくりへの動機付けや医療費の適正化を図
る事を目的に、医療費のお知らせは世帯ごとに年
3回、ジェネリック医薬品差額通知は、ジェネリック
医薬品に変えることで負担額が一定額安くなる方
に対して年2回送付している。、

特になし施
策
体
系

施策 05

健康づくりの推進
事業実績

9

係

課題なし なし
令和　５年度 令和　６年度 単位

千円項 1 目 1 5,094 3,223
事業
期間

継続事業
会
計

2 款

事務事業 000017 一般被保険者保険税還付金事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20

還付金額基本事業 03 国民健康保険制度の適正利用
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 税務会計 課 住民税

事業費 3,222,800 円

過誤納や異動により発生した還付金を返す。 なし施
策
体
系

施策 05



５．健康づくりの推進

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

人

健診受診者数基本事業 02

1,101 1,170

令和　５年度 令和　６年度

病気の早期発見
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 町民福祉 課 国保・年金

事業費 14,263,378 円

後期高齢者に対する保健事業実施事業にかかる
経費。
（後期高齢者健診実施、人間ドック検診費助成、
一体的実施事業）

特になし施
策
体
系

施策 05 健康づくりの推進
事業実績

単位

事務事業 000002 健康診査事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20

項 1 目 1
事業
期間

継続事業
会
計

3 款 4

係 健診受診率向上のため、効果的に勧奨を行う必
要があるが、人員不足のため対応が難しい。
また、一体的実施事業については、国保・年金係
に保健師が配属されず、多課の協力なしでは実
施できない。

特になし

項 1 目 4 4,432 4,191
事業
期間

継続事業
会
計

2 款 9

係

特になし 特になし
令和　５年度 令和　６年度 単位

人

年間平均被保険者数基本事業 03 国民健康保険制度の適正利用
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

組織名 町民福祉 課 国保・年金

事業費 10,999,509 円

保険給付費等交付金に返還が生じた場合、交付
金を償還する。

特になし施
策
体
系

施策 05 健康づくりの推進
事業実績

事務事業 000026 保険給付費等交付金償還金事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20

51 36

令和　５年度 令和　６年度 単位

千円

還付加算金額

組織名 税務会計 課

項 1 目 3
事業
期間

継続事業
会
計

2 款 9

係

課題なし なし

基本事業 03 国民健康保険制度の適正利用
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

住民税

事業費 35,900 円

過誤納や異動により発生した還付金を返す。 なし施
策
体
系

施策 05 健康づくりの推進
事業実績

事務事業 000031 一般被保険者保険税還付加算金事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20


